








第 2章　 2011（平成 23）年 3月期決算における包括利益計算書の開示の実態およびこれに
ついてのコメント―企業会計原則一般原則の「継続性の原則」に照らして―
第 3章　包括利益計算書の開示と剰余金の配当決議との関連性について




















































資産が交換され，又は負債が決済されるであろう金額と定義されている．International Accounting Standards 1999　 





















年に国際会計基準（IAS）第 1号（改訂）「財務諸表の表示」（Presentation of Financial Statements）
において，そしてアメリカにおいて，1997（平成 9）年に SFAS（Statement of Financial Accounting 
Standards）第 130号「包括利益の報告」（Reporting Comprehensive Income）において取り上げられ，
包括利益の表示が定められることになった．
このような国際的流れに応じて，国際的な会計基準とのコンバージェンス（convergence，収斂）




4）　2010（平成 22）年 9月 30日以後に終了する連結会計年度の年度末の連結財務諸表からの早期任意適用を認めている．
しかし，現実に開示している企業はほとんど見あたらない．このように，前倒しの適用が認められる例はかつての
















































































































月決算と，2011（平成 23）年 3月期決算が比較可能な 1，479社（金融，新興 2市場を除く）について，
2010年 3月期の場合，純利益の合計は 7兆 5，289億円，包括利益の合計は 13兆 1，431億円であっ
たが，2011年 3月期では純利益の合計は 12兆 1, 180億円で，包括利益の合計は 7兆 7，531億円と
前年度とは，純利益と包括利益が逆転している．そして包括利益の合計が純利益の合計より多額の




















連結損益計算書　自平成 22年 4月 1日　至平成 23年 3月 31日
　少数株主損益調整前当期純利益 28，322
　少数株主利益 　3，140





11）　2011（平成 23）年 5月 25日　日本経済新聞　朝刊．
京都マネジメント・レビュー　　第 20号8
比較連結貸借対照表 平成 23年 3月 31日現在 平成 22年 3月 31日現在
その他の包括利益累計額　
　その他有価証券評価差額金 10，823 13，025
　繰延ヘッジ損益 △ 198 298
　為替換算調整勘定 △ 33，812 △ 26，373













とえ触れなくても，その半年後の 2012（平成 24）年 3月期決算の中間報告（第 2四半期）である
















































究会，京都産業大学マネジメント・レビュー第 10号　pp1―15 　2006（平成 18）年 12月，および　藤井則彦稿「会
社法施行後の問題点についての私見ー株主の立場よりの実務上の問題点―」　京都産業大学マネジメント研究会，京都




が見られない．ちなみに，当該企業の最近の年間配当状況は 1株当り 2007（平成 19）年度は 10円，


























































16）　藤井則彦著『財務管理と会計―基礎と応用―第 4版』　pp161―162　2012（平成 24）年 2月　株式会社中央経済社．






わが国においては，2011（平成 23）年 3月 31日以後終了する会計年度から，連結財務諸表にお
いては従来の損益計算書に代わって，包括利益計算書の作成，開示が，企業会計基準委員会（ASBJ）
および金融庁により義務付けられることになった．したがって，3月期決算の企業においては，前年
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The links between the discloser of the Comprehensive Income Statement and the 
decision of the dividend
Norihiko FUJII
ABSTRACT
The disclosure of the Comprehensive Income Statement has been introduced in the Consolidated Financial Statement 
in Japan. So, in this connection, the purpose of this paper is to consider that the dividend should be decided either in the 
board of directors or in the general meeting of stockholders based on the examples of Japanese company. 
In my private opinion, I think the dividend should be not decided in the board of directors, but it should be decided in 
the general meeting of stockholders in view of the stakeholder, especially the investors and the stockholders.

